
人

人

人 人 人 人

※ 定員管理調査による職員数です。

その他計 162 167 5
合計 259 263 4

主任 28 28 0
一般 102 104 2

係
長
級

係長 32 35 3

管理職計 97 96 △ 1

課
長
代
理
級

課長代理 37 33 △ 4

課
長
級

課長 30 34 4

次
長
級

次長 11 11 0

11 0
参事 7 6 △ 1

27年 ※ 定員管理調査による一般職に属する職員
数であり、臨時または非常勤職員を除き
ます。

理事 1 1 0
部
長
級

部長 11

[733]

役　職
職員数 対前年

増減数

教育長除く計 530 536 6
26年

58 2
※ 26年4月1日～27年3月31日までに退職した職員数です。

合　　計
[条例の定数]

531 536 5

(3)　職務上の地位別職員数（一般行政職） [733]

26 26 0
合計 10 4 0 6 小計 56

7 7 0
指導主事 － － 人 － 人 2

23 25 2
技能労務職 3 － 人 － 人 －

人 公
営
企
業
等

水道

人 下水道

人 その他

162 -4
消防職 3 人 1 人 － 人 1

73 -1
技術職 1 人 1 人 － 人 1

消防 74

特
別
行
政

教育 92

人 小計 166

-3
事務職 3 人 2 人 － 人 2 人

区分 定年 勧奨 死亡 自己都合他 89

土木 33 32 -1
②　退職の状況（26年度） 小計 309 316 7

農林水産 5 5 0
商工 4 4 0

衛生 68 68 0
労働 0 0 0

24 1
指 導 主 事 3 民生 99 99 0

5 0
技 術 職 7 人 総務 72 79 7

事 務 職 12 人

一
般
行
政

議会 5

消 防 職 4 人 税務 23

①　職員採用の状況（27年4月1日）
部門 区分

職員数 対前年
増減数区　　　分 採用人数 26年 27年

人事行政の運営等の状況 H27.12.1現在

　市の人事行政の公平性や透明性をより高めるため、現在の運営状況をお知らせします。

　内容については、最新の情報を公表できるよう、随時更新します。

１．職員の任免および職員数の状況

(1)　任免の状況 (2)　部門別職員数の状況

※26年度の採用試験及び選考による
ものです。

合　　　計 28

任期付教職員

人

人

人

2



％

※ 人件費には、市長・副市長・議員および各種行政委員の非常勤特別職の給料、報酬を含みます。

※ 職員数および給与費は、27年度の当初予算です。

※ 職員手当には、退職手当は含みません。

※ 22年4月から上記給料月額の2%カットを行っています。

(4)　職員手当の状況

①　期末・勤勉手当の状況（26年度）

※ （　）内は、再任用職員に係るものです。

※ 国と同様の支給割合です。

②　退職手当の状況（26年度）

月分 月分

月分 月分

月分 月分

月分 月分

※ 平均支給額は、26年度に退職した全職種に係
る職員に支給された平均額です。

加算措置 定年前勧奨退職者 2.5％～20％

26年度
678 万円 2,278 万円

平均支給額

同　35年 43.70 52.44

最高限度額 52.44 52.44

勤続20年 21.62 27.025

同　25年 30.82 36.570

月分)係長級：5％

区分
支給割合

自己都合 勧奨・定年・その他

次長・課長級：15％

12月期
1.375 月分 0.825 月分 課長代理級：10％

(0.8 月分) (0.375

6月期
1.225 月分 0.675 月分 理事・部長級：20％

(0.65 月分) (0.35 月分)

294,200 円

区分
支給割合 職制上の段階や職務の

級などによる加算措置期末手当 勤勉手当

円 317,200 円

高校卒 157,700 円 229,300 円 262,900 円

大学卒 187,700 円 255,800 円 289,300

578万円

(3)　職員（一般行政職）の初任給および経験年数別・学歴別

　　 平均給料月額の状況（27年4月1日現在）
区分 初任給 経験年数 10年 同 15年 同 20年

期末・勤勉手当 計（B） 給与費（B／A）

27年度 508 人 18億5,572万円 3億7,489万円 7億536万円 29億3,597万円

％ 18.5

(2)　職員給与費の状況（普通〈一般〉会計予算）

区分
職員数 給　　与　　費 一人当たり

（A） 給　料 職員手当

25年度の
人件費率(27年3月31日現在) （B／A）

26年度 77,928 人 223億4,078万円 2億7,502万円 46億4,786万円 20.8

２．給与の状況

(1)　人件費の状況（普通〈一般〉会計決算）

区分
住民基本台帳人口

歳出額（A） 実質収支 人件費（B）
人件費率



③　その他の職員手当（27年4月1日現在）　　

※

汚物の収集、処理
作業従事手当

収集(日)500円 ごみなどの収集、処理
作業に従事した職員処理(日)350円

死獣処理作業従事
手当

（件）300円 作業に従事した職員

感染症防疫作業従
事手当

（件）500円 作業に従事した職員

行旅病死人収容護
送作業従事手当

（件）1,000円 作業に従事した職員

地域手当 「給料＋扶養手当＋管理職手当」の5％

市：9種類

手当の種類 支給額 支給対象職員

市税等事務従事手
当

（日）200円
市税、国保料等の実地
徴収に従事した職員

課　長　級 課　　長 51,000 円

課長代理級 課長代理 42,000 円

円

参　　事 61,000 円

次　長　級 次　　長 56,000 円

60㎞以上 31,600 円

管理職
手当

理　　　事 79,000 円

部　長　級
部　　長 66,000

50㎞ ～ 55㎞ 28,000 円

55㎞ ～ 60㎞ 29,800 円

40㎞ ～ 45㎞ 24,400 円

45㎞ ～ 50㎞ 26,200 円

30㎞ ～ 35㎞ 18,700 円

35㎞ ～ 40㎞ 21,600 円

20㎞ ～ 25㎞ 12,900 円

25㎞ ～ 30㎞ 15,800 円

10㎞ ～ 15㎞ 7,200 円

15㎞ ～ 20㎞ 10,000 円

円

5㎞ ～ 10㎞ 4,200 円

制度は廃止しましたが、経過措置とし
て、２２年度中までに要件を満たした
場合のみ支給しています。

通勤手当

交通機関利用者
（2km未満の者を除く）

6か月定期代で一
括支給（1か月あ
たり55,000円上
限）

交通用具等利用者
（2km未満の者を除く）

2㎞ ～ 5㎞ 2,000

を加算

住居手当

借家（最高支給限度額） 27,000 円

※　自ら居住する住宅購入などのため借
入金を償還している場合（購入の日から
5年間に限る）

2,500 円

円

配偶者のいない場合の1人目の子など 11,000 円

16歳～22歳の扶養親族(子) 5,000 円

区分 支給内容

扶養手当

配偶者 13,000 円

配偶者以外　1人につき 6,500



(5)　特別職の報酬などの状況（27年4月1日現在）

円 月分

円 月分

円 月分

円 月分

円 月分

任期毎
副市長 給料月額×25／100×在職月数

議長 621,000 4.05

副議長 571,500 4.05

議員 540,000 4.05

区分 退職手当 支給時期

市長 給料月額×30／100×在職月数

市長 742,500 4.05

副市長 700,000 4.05

夜間
勤務手当

正規の勤務時間として、午後10時から午前5時まで勤務し
た場合、1時間当たり給与額に25/100を乗じた額

区分
26年度支給割合

給料･報酬月額 期末手当

有害物取扱業務従
事手当

（日）100円

水質検査等を行うため
に塩酸、硫酸、硝酸等
の有害物を取り扱った
職員

時間外
勤務手当

正規の勤務時間以外に勤務を命じられた場合、1時間当た
り給与額に125/100～160/100を乗じた額

休日
勤務手当

休日に正規の勤務時間中の勤務を命じられた場合、1時間
当たり給与額に135/100～160/100を乗じた額

特殊勤務
手当

交替制勤務として夜間
勤務に従事した職員

（当務）200円

電気主任技術業務
従事手当

（日）100円
電気主任技術者に選任
され、その業務に従事
した職員

水道料金徴収業務
従事手当

（日）200円
水道料金の実地徴収等
の業務に従事した職員

有害危険物取扱業
務従事手当

（日）100円

消防法に規定する危険
物、ボイラー、塩酸、
硫酸等の有害物を取扱
う業務に従事した職員

水道局：3種類

手当の種類 支給額 支給対象職員

（当務）700円
救急救命士の資格を有
し、その業務に従事し
た職員

社会福祉事務従事
手当

（日）150円
実地に調査、指導を
行った職員

薬剤散布作業従事
手当

（日）300円 作業に従事した職員

消防職員業務従事
手当

（回）450円

機関業務に従事した職
員

（件）200円 水火災出動した職員

（件）100円 救急出動した職員
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